
Title 企業成長と資源ベース·ビュー:適応から革新へ

Author(s) 福島, 英史

Citation 經濟學研究, 51(1), 95-110

Issue Date 2001-06

Doc URL https://hdl.handle.net/2115/32225

Type departmental bulletin paper

File Information 51(1)_P95-110.pdf

Hokkaido University Collection of Scholarly and Academic Papers : HUSCAP



経済学研究 51-1

北海道大学 2001.6 

企業成長と資源ベース・ビュー*

一一連応から革新へ一一

福島英史

1 .はじめに

本論文では，中小規模企業の成長戦略に関わ

る視角として「資源ベース・ビューJ(resource 
based view)を検討し，問題点およびその超克

の可能性について議論する j)。中小規模企業に

ついて「中小金業論」の名の下で展開されたか

つての議論の多くは，主として大規模企業と比

較した場合に中小規模会業が持つ劣位性やその

存立可能性に注目していた(金原， 1996)2)。

これに対して，近年では中小規模企業に産業発

展の駆動力となることが期待されており， rベ
ンチャー企業jという新たな名前を与えられた

中小規模会業は，その成長過程に強い関心を集

めている 3) -三輪， 1989)0 しかしながら，

このような「ベンチャー企業論jの多くは，企

業設立・運営の fハウ・ツーJを教える実践的
・規範的テキストになっているか，成長会業の

サクセス・ストーリーや「ベスト・プラクテイ

スJ，創業経営者の英雄伝を紹介するにとどま

1) r資源ベース・ビューjとしてまとめられる研究に
は， Lippman & Rumelt(1982) ， Wemerfelt(1984) ， 
武田nelt(1984)， Bamey (1986 ; 1991)， Dieirickx & 

Cool(1989) ， Gr加 t(1991)， Reed & DeFillipi (1990) ， 

Teece et a1. (1997)等が挙げられる。

2 )もちろん例外もある。たとえば，中村(1964)はや

規模企業の独自技術を核とした企業成長に注医して
いる。

3 )我々の社会には必ずしも成長を志向しない中小競模
企業も存在する。たとえば，主主E量規模・生産技術の
拡援・拡散を好まない老舗の和菓子メーカーを考え

てみると良い。

4)たとえば， Timmons(1994) ， Vesper(1989) ， Bygrave 

っているヘこれら中小規模企業に注目する従

来の議論において，食業の成長戦略に関する理

論的視角が十分に議論されてきたとは苦い難い

のである。

他方， r経営戦盟各論Jとして括られる研究領
域では，食業規模を限定せずに，企業の成長戦

略に関わるいくつかの理論的視角がこれまでに

提出されている。中でも本稿では， 1980年代

から現在に至るまで盛んに議論されている「資

源ベース・ピューJに注目して，これを批判的
に検討する。まず資源ベース・ビューに関する

多数の論者からの一般的な批判を紹介し，それ

ら一般的な見解として投げかけられた疑念が呈

される本質的な理由を考える。資源ベース・ピ

ューの代表的な議論を検討し，資源ベース・ビ

ューが抱える問題点をみるのである。最後に，

それら問題点の超克の可能性について議論す

る。結論を先取りして言えば，資源ベース・ビ

ューに属すると考えられる研究の多くには 2

つの根本的な問題点がある。第 lに，企業の

資源蓄積メカニズムが十分に議論されておら

ず，そのために理論的視角としての正当性が疑

われている。第 2に，資源ベース・ビューで

(1994) .忽那他(1999)，松田(2∞0)，柳・山本(1996)
等。他方， rベンチャ-1E:業論jのタイトルはfすか
ないものの，中小競模会業について産業レベル，政

策レベルの綴点、から議論している例として，総織の

f国体群生態学(popula討onecology of organizations: 
Carroll & Hannan， 1995 ; 日開R鉛 & Freeman， 

1989)や産業集積に隠わる議論(伊丹他， 1998;済

成・橋本， 1997)等を挙げることができる。
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は，それが批判していたはずのポジショニング

・ビュー (positioningview) と構造的に向型の

議論が展開されており，企業の環境へのf適rc;，J

(adaptation)という側面ばかりが強調されてい

る。企業の環境適応は戦略的に重要な側面では

あるものの，資源ベース・ピューが独自の視角

として確立されるためには，企業成長を導く企

業家的活動，すなわち「革新J(innovation)の
側面を明らかにしていくことが肝要である。資

源ベース・ビューが企業成長の革新的側面を扱

うには，根本的な人間観，社会観の転換が必要

となる。

2.企業と戦略の資源ベース・ビ、ユー

金業の経営成果を決定する要因としてその内

部資源に注目する「資源ベース・ピュ-J
は， 1970年代から 1980年代初頭までに蓄積さ

れてきた企業の多角化に関わる経験的調査の知

見に基づいた視角である (Wemerfelt，1984; 

Mahoney & Pandi加， 1992)。企業の多角化に

関する様々な経験的調査においては， r個々の
企業は『強みjとする何らかの中核的な経営資

源を有しており，この中核的経営資源が移転さ

れるので，関連型多角化の方が高い経営成果

をもたらすjことが示唆されているのである

(Rumelt， 1974; Biggadike， 1979;吉原他，

1981) 5)。このような知見に基づいて，資諒

ベース・ビューとしてまとめられる諾研究では，

次のような命題が主張されてきた。「個々の企

業が持つ企業特殊的な経営資源が，その企業が

行う事業の経営成果を規定するjという命題で

ある。

この命題は，次のような 3つの仮定に基づ

いているO 第 lに，希少資源の所有者は超過

5)経験的調査ではなく，規範的な議論として何種の主

張をしている古典的研究が， Ansoff(1965)である G
Anso笠(1965)は，関連型多角化の優位伎が生じる理
由を，事業単位関の祁乗効果(synergye飴ct)とい
う概念に求めている。

利潤を獲得することができる O 第 2に，側々

の企業は独自の事業展開の歴史から生じた企業

特殊的な経営資源を持っている。開じ産業に属

する企業でも，その事業展開の履史が全く向じ

ものであるということはほとんどありえないの

で，企業ごとに保有する経営資源が異なる，と

いうのである。第 3に，歴史的，ないし経路

依存的(pathdependent)に蓄積されてきた企業

特殊的な経営資源は，模倣が難しく市場取引も

難しい。企業特殊的な経営資源は，企業内の行

為者達自身にとってすら暗黙的(implicit)であ

ったり，それが競争優位に転化される因果関係

が不明確であったりするので，競争企業の行為

者達にとっては模倣したり市場で購入すること

は難しい，というのである(Lippman& Ru-

melt， 1982; Wemerfelt， 1984; Rumelt， 1984; 

Barney， 1986; 1991; Dieirickx & Cool， 

1989; Grant， 1991; Reed & DeFillipi， 

1990)。このような仮定の下では，希少資源と

しての企業特殊的な経営資源が超過利潤をもた

らすのだから，企業特殊的な資源を基軸とした

多角化は高い経営成果をもたらすことになる。

資源ベース・ビューでは，他の視角を批判す

る形でその視角としての独自性が強調され，

別化が強く訴求されてきた。たとえば，産業組

織論の知見を経営戦略論に利用する「ポジショ

ニング・ビューjについて，環境(市場構造)

決定論的性質が強すぎるとか，規模以外の点で

はほとんど同質的な企業しか仮定していない，

といった批判が展開されている (Rumelt，

1984; Teece et al.， 1997)。ポジショニング

・ビューの基本的な主張は，競争の激しさをも

たらす構造的要因ができるだけ緩揮に作用する

業界内の七グメントへと事業を「ポジショニン

グ」することによって，企業はその経営成果を

高めることができる，というものである(Por-

ter， 1979; 1980; 1981; 1983)。中小規模会業

の成長という点について，このような視角から

得られる合意は，苛烈な競争圧力に耐えられな

い中小規模会業は大規模企業が参入の魅力を感
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じないような fニッチに生きるべきだJ，とい
うことになる。企業は環境(業界構造)を正し

く分析した後に，この環境の中で競争注力の弱

いセグメントを選択することで環境に適応でき

るのである。いわば，環境への適応に注目して

企業の戦略を考える視角であるといえようヘ

これに対して，資源ベース・ピ、ユ}では，企

業は規模のみならず経営資源の点でも異質であ

り，企業の経営成果は企業特殊的な経営資源か

ら生じると考えているのだから，市場の構造変

数のみに注目する環境決定論にはなっていない

のだ，と自らの視魚を位置づけている (Rumelt，

1984; Barτley， 1986; Grar1t， 1991; Mahoney 

& PaI1diaI1， 1992; Teece et al.， 1997)。さら

に，企業の経営成果の差異について説明力が高

いのは，ポジショニング・ビューが重視する

業の構造的要因であるのか，資源ベース・ピュー

が重視する企業特殊的な要因であるのか，を

明らかにしようと多数の経験的調査が行われて

いる (BrushaI1d Bromiley， 1997; McGah叩&

Porter， 1997; 1999; Roquebert et al.， 1996; 

Rumelt， 1991; Schmalensee， 1985; Wemerfelt 

& Montgomery， 1986; 1988)。しかし，これ

ら一連の経験的調査では，調査ごとに異なる結

果が報告されており，ポジショニング・ビュー

6 )ポジショニング・ビューの基本的な関心は， Bain 
やMasonに代表される伝統約な産業組織論モデル
を部分的に修正することによって，同モデルを経営

戦略論へとi愛用することにあり (Porter，1981)，企
業の環境適応、に注gすることは戦略分析の視角の

1っとして考えれば，問題を苧んでいるわけでは

必ずしもない。こうした主張は，社会科学において

向ーの社会現象について複数の視角，複数の説明経

絡が成立しうる，という立場を筆者が採っているこ

とを反攻している。これと異なる立場は，社会科学

は唯一の排倒的説明を発見することを目的としてい

る，という自然科学との向型性を強調する立場であ

る。社会科学の方法論に関する議論は本論文の主娘

ではないので，ここではこれ以上踏み込まない。社

会科学の方法論については，たとえば，組織還論の

領域であればBurrell& Morgan (1979)，技術革新
に関わる議論であればElster(1983) ，より広く社会
科学会般であればHollis(1994)を参照。

と資源ベース・ビューという 2つの視角の潤

で論争の様相を呈している 7)。

資源ベース・ビューに属する諸研究がポジシ

ョニング・ビューに代表される他の視角を批判

しているのに対して，資源ベース・ピ、ューそれ

自体も理論的説角としての正当性を疑問視され

ている。資源ベース・ビューは，生物学の進化

理論から強く影響を受けた組織の個体群生態学

理論や，取引コスト理論をはじめとする企業の

経済学，ポジショニング・ピューなど，様々な

視角にたつ研究者から，その実体の不明瞭性に

ついて批判を受けているのである (Stinch帯

combe， 2000; HarmaI1 & FreemaI1， 1989; 

Williarnson， 1999; Mosakowski & McKelvey， 

1997; Priem & Butler， 2000; Porter， 1994 ; 

Cockbum et al.， 2000; Eisenhardt & Martin， 

2000)。

これら諸研究による資諌ベ…ス・ピューの批

判点はいくつかあるけれども，それらは概ね

2点に集約することができるであろう。第 l

に，概念定義が媛味であり，理論的視角として

の操作性に欠ける。第 2に，視角に内的な論

理展開がトートロジー(向語反後)になってい

るO たとえば， Williarnson (1999)は，資掠ベー

ス・ビューにおいて鍵となるはずの企業能力

(competence; capability)や資源(resource)とい

7) 2つの異なる立場に立った綬験的調査の閣でのこ
のような論争は，技術革新の誘因メカニズムに関す

る「技術プッシュ・アプローチjと「需要プル・ア

プロ…チjの潟の論争を想起させる。技術革新研究

の領域では，かつて技術革新を誘発する誘因として

より重要なのは，需婆の変化であるのか，科学的知

識の蓄積であるのかに関して論争がなされ，各々の

立場を支持しようと多数の経験約務査が行われた。

しかし，調査の結果はまちまちであり，統一的な見

解に至ることはなかったのである。近年では，技術

をシステムとして捉え，需要を含む広義の社会的要

因と行為者逮の信念によって技術革新が誘発され，

駆動されるという見方が提出されている(Dosi，
1982; Bijker et al.， 1987;福島， 20∞)。技術プッ
シュ・アプローチと需要プル・アプローチの関の論

争については， Coombs et al. (1987)， Mowery & Ro-
senberg (1979)を参照。
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った概念は媛昧にしか定義されておらず，これ

を用いた説明の経路はトートロジ}である，と

問視角を批判している 8)0 Williamsonによれ

ば， Praharad & Hamel ( 1990 )や Teeceet al. 

(1997)といった資源ベース・ビューの諸研究は

「ケースの描写を，もっぱらサクセス・ストー

リーのみに頼っておりJ(p.1093)，いつも成功
例をみた後でその成功のために不可欠な資源能

力を悶定している点で， トートロジーの疑いが

ある。 f強かったから成功した，成功したから

強かったJ，というのではほとんど説明したこ
とにはなっていない，というのである。この点

について Williamsonは，次のように述べてい

る。(資源ベース・ビューにおいて，企業はそ

の中核能力を構築・維持・再構築することが戦

略的に重要である，と言われているけれども)

「食業がいつ，どのように，その中核能力を再

構成すればよいのか助言するための用具は何一

つなく，事後的な合理化に依存した議論となっ

ている:サクセス・ストーリーを開かせてごら

ん，そうしたら中核能力を教えて(明らかにし

て)あげる。(あるいは，失敗(例)を見せて

ごらん，そうしたら不足していた能力を教えて

あげる)J (p.1093-1094)。
資源ベース・ビューによる他の視角の批判

と，それに呼応するかのような他の視角からの

資源ベース・ピ、ュー批判は，あたかも乱立する

ミニ・セオリーの覇権争いであるように見える

8)これ以外にも.r経験的調査が偏っているjという
批判も展開されている。 WiIliamsonによれば，資源

ベース・ビューは多数の経験的調査にま毒づいている

と主張しているものの，これら経験的調査は十分な

比較検討をしていなし、多くの調盗において特定資

源の保有量が多ければ多いほど成条が高まる，とい

う仮説が採用されているものの，この資源について

自社で保有している場合と市場で調達した場合のど

ちらがより生産性が高まるかを比較しなければ，資

源と成果の関係を亙当に評価したことにはならな

い，と主張されているのである。

百)実際，資源ベース・ビューに属する諸研究は，先に

紹介した WiIliamsonらが提唱する取引コスト理論

を批判しており.WiIliamson(1999)ではそうした批

かもしれないけれども 9)少なくとも資源ベ

ス・ピ、ユーにとって， Williamsonらカヰ旨採5する

ポイントは理論的視角としての正当性を関われ

る本質的な疑念であるといわざるを得ないであ

ろう。以下では，こうした疑念が生じる理由を

考えるために，資源ベース・ビューという視角

を採ることによって，他の視角では得られない

どのような謂察が得られるのか，理論的視角と

しての独自性はどこに求められるのか，資糠

ベース・ピューの代表的研究とされるいくつか

の議論について，その説明の経路を検討する。

3.資源ベース・ビ‘ューの説明経路:適応と革新

資源ベース・ビューが理論的視角として実体

が不明確であり， トートロジカルな論理展開を

している，との批判を受ける理由は少なくとも

2つあると考えられる。第 1に，視角として

の独自性が確立されていない。第 2に，資源

蓄積，したがって企業成長のメカニズムが十分

に議論されていない。この 2点である。

先に見たように，資掠ベース・ビューでは，

企業が経営資源の点で異質であり，企業特殊的

な経営資源が経営成果の決定において重要な役

割を果たす，と主張していることに，市場(業

界構造)への「ポジショニングjとは異なる，

視角としての独自性を見いだそうとしている O

しかしながら，実際には「企業はその企業特殊

的資源が高い成果を生み出すような，資源適合

性の高い製品市場に関わるべきであるjという

主張が多くの論者によって展開されてきた。資

源ベース・ピューに属する多くの議論が，どの

手uに対して反論が試みられている。資源ベース・ピ
ューからの耳目iコスト環論批判は，たとえば「資源
ベース・ヒ、ユーが学資と事新に関わる動的な効率性

に注目しているのに対して，取引コスト理論はある

一時点での組織化の範闘を決める静的な効率性にし

か注目していないJ(Connor & Pr油arad.1996)と
いったものである。しかし，後にみるようにこれま

での資源ベース・ビューにおいて革新が十分に議論

されてきたとはぎい難いのである。
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ような製品市場があり得るのか，という開題を

組織の外部に存在するものとして扱っており，

企業の戦略を，保有資源の特性と参入する市場

の構造との適合'段を問う「資源ポジション」の

選択，すなわち適応の問題として概念化してい

るのである。したがって，もし中小規模会業の

経営資源が最においても質においても大規模企

業のそれに比べて劣っているという仮定を採用

するならばペ中小規模会業はポジショニング

・ピューが示唆するのと開様に，大規模企業が

参入をする事に魅力を感じなし吋、さなニッチで

活動することが示唆されることになる。

もちろん，資源ベース・ピューではポジショ

ニング・ピューとは違って，企業成長に伴う経

営資源の拡張経路が明示的に示されている，と

いう反論もあり得るであろう。資源ベース・ビ

ューにおいて，企業は，ある製品市場において

活動することによって獲得された経営資源を武

器として，必要資源、の点で類似した別の製品市

場に参入することができ，この新たな製品市場

において新しい経営資源を蓄積していく，と考

えられているからである。しかし，このような

経路はAnsoff(1965)やAndrews(1971)， Ru-

melt(1974)等によって成果の高い企業の多角化

パターンとして示されたものであり，当時から

20余年を経た今日までに，資源、ベース・ビュー

10)このような言い到しをするのは，実は経営資源の多

喜善や優劣を簡単に論じることはできない，と筆者が

考えているためである。後にみるように，資源はど

のような用援に用いるかによって，その生産性は大

きく異なるであろう。本論文でいう「革新jと11慶
応jは必ずしも Schumpeter(1926)のいう革新と適
応とは，革新の種類とインパクトという点において

I対 Iの対応、関係にはないけれども，主主存資源の

新たな用主主への利用を，生産主要素の新たな結合とし

て考える点で彼の革新の考え方を反映しているとい

って笈し支えない。また， a寺として導らある用益に
利用した資源は， 1也の用主主への転照が悶難になるこ
とがあり得ることも，経営資源、の評価を鴎難なもの

にさせる理由の lつである。この点については，1ベ
スト プラクテイスjを遂行する「エクセレント・

カンパニーjがしばしば斜陽の憂き自に遭うことを

考えるとわかりやすいであろう。

が企業成長のメカニズムについて更なる知見を

蓄積してきたとは苦い難いのではないだろう

か。

以上のような点をみていくために，まず

Wemerfelt (1984)を検討してみよう oWemerfelt 

(1984)は，企業とその戦略を綬営資源の観点か

ら分析しようとする一連の研究に f資源ベ…ス

・ピ、ューJという名称、を与えた研究として知ら
れている。 Wemerfe1tは， Porterの f業界の構

造分析」や BostonConsulting Groupの「成長

市場シェア・マトリクスjに典型的にみられる

ように， 1980年代初頭には経営戦略の分析が

主として製品市場にばかり注目している状況に

疑問を感じている，と主張して議論を潟始して

いる。これら製品市場の構造に注目する諸研究

の成果を利用しながらも，経営資源に注自した

分析用具の開発を試みるのだ，と述べて，次の

ような議論を試みている。第 lに，企業はf保

有する経営資源の一覧(profile)を開定すること

によって，この経営資源が強力に競争優位へと

結びつくような，企業にとって最適な製品市場

を発見することができるJ(p.l71)ω。第 2
に，企業の経営資源が競争優位へと結びつくの

は，この経営資源が強い排他性を持つからであ

る。したがって第 3に，企業は自社の経営資

源が強い排他性を持つような製品市場に参入す

ることによって，参入障壁や移動樟擦(mobility

b紅τ"ier)ωと同様の「資源ポジション障壁J(re-
source position barrier)を構築することがで

き，この資源ポジションが企業の長期的な競争

優位性の源泉となる。最後に，特定の製品市場

において排他性を持つような経営資源が自社に

ない場合，この経営資源を獲得しやすい他の製

品市場において蓄積を回り，次に当初の製品市

場に参入するという f飛び石J(stepping stone) 
戦略を採ることが可能である。この戦略は，先

にみた企業成長に伴う資源拡張メカニズムを

11)傍点は，筆者による付加。

12) Caves & Porter， 1977; Porter， 1980; 19810 
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い換えたものと考えて差し支えないであろう。

このような議論は，企業が事業展開を行う製

品市場の特性(構造)とこの企業の経営資源の

特性が予め明らかであることを前提としてい

る。企業が関わろうとする製品市場がどのよう

な経営資源を必要とするのかが予め分かってい

ることを想定して，この企業が保有する経営資

源との適合牲を論じるのである。もし，この市

場一資源適合が満たされるならば，企業は適応

に成功し，持続的な競争優位を獲得できる。し

かし，市場一資掠適合を満たすことができない

のであれば，企業は適応できないので，これを

満たすことができるようになるまで参入を見合

わせることになる。

同様の視角は，多角化戦略に関する経験的調

を行ったことで知られる Rumeltによっても

展開されている o Rumelt (1984)は，同じ産業

に属する企業が経営成果の差異をどのように持

続させるのか，という問題に対する分析枠組み

の構築を試みている。 Rumeltによれば，企業

問で経営成果の差異が持続するのには 2つ

の理由がある。第 1に，同じ産業に属する企

業であっても，その事業展開の麓史には違いが

あるので，蓄積されてきた経営資源も異質なも

のとなる。第 2に，この企業特殊的な経営資

漉の性質そのものが，他社による戦略の模倣を

妨げる。企業特殊的な経営資糠は，参入障壁主あ

るいは移動障壁と構造的に同裂な「隔離メカニ

ズムJ(isolating mechanism)として企業関の競
を防ぐので，企業は経済学のオーソドキシー

が考えるように向質fとすることはないというの

である。 Rumeltが考えている「稿離メカニズ

ムJは，産業の構造的特性としての障壁ではな
く，どのような経営資源がどのように市場での

競争優位に結びついているかに関する罰果関係

が媛味でよく分からない，という企業特殊的な

経営資源の特質である。つまり， Wemerfeltの

議論と向様に，特定の経営資源は，特定の製品

市場において競争優位をもたらす源泉であり，

しかもこの経営資源による優位性には排他性が

ある，と主張されているのである。換言すれば，

Rumeltの議論においても，市場一資源適合が，

企業の環境適正、力を決めることになる。したが

って，もし f市場における成功の基盤が新しい
機能へと移り変わるならば，明らかに新しく要

求される能力に関してスキルを持つ企業に比べ

て，それまで成功していた企業が今度は不利益

を被ることになるjのである (Rumelt，1984， 

p.566)。

このように主として 1980年代に展開された

資源ベース・ビューに関わる諸研究の多くが，

相対的に静的な製品市場一資源適合を強調して

いたのに対して， 1990年代に入って「企業能

力J(capability )論として展開される議論にお
いては，動的な資源一製品市場適合が強調さ

れることになる (Mahoney& Pandian， 1992; 

Teece et al.， 1997; Eisenhardt & Martin， 

2000)。近年の企業能力論は，一見経営資源の

開発と再編を強調する点で，革新を通じた企業

成長過程に注目しているように思われる。けれ

ども，この革新はつねに企業の外部から環境変

化として与えられるものであって，企業自身が

既存資掠の利用の仕方を変化させたり，新たな

資源を獲得したりすることで革新を起こしてい

こうとする見方が提起されているわけではな

い。言ってみれば，企業は環境への適応を図る

ために，内部資源の変革を迫られるのである O

このような説角を採る議論として， Teece et 

al. (1997)の『動的な企業能力と戦略的マネ

ジメントj(Dyn阻註cCapabilities and Strategic 

Management)と題された論文を挙げることが

できる o Teeceらは，頻発する技術革新が激し

い環境変化をもたらすような状況において，企

業はいかに競争優位を獲得し，維持するのか，

という問題に関心を持っている O 彼らによれ

ば，企業が環境の変化に対応しながら経時的に

環境一資源適合を達成し続けることができるの

は， r動的な食業能力J(dynamic capabilities) 
と呼ばれる級織的要簡が会業に備わっているか

らである。彼らの基本的な主張は，次の 3点
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に集約できるであろう。

第 1に，企業が環境変化に対応できるのは，

この変化に合わせて企業特殊的な資源を構成・

再構成できるからである。第 2に，このよう

な経営資源の構成・湾構成は，企業能力によっ

て行われ，この企業能力の本質は組織構造や

ルーチン (routine:常軌化した手続き)にある。

なぜ、ならば，組織成員の学習を駆動し，制約す

るのは，組織構造とルーチンだからである。第

3に，組織構造やルーチンのような構造的要

国はそれ自体，過去の事業展開における経営資

源の利用のされ方によって再帰的(recursive)に

形成され，修正される。このように， r動的企
業能力Jに関する議論は， r組織能力は組織の
構造やルーチンに蓄積された知識である」

(Nelson & Winter， 1982; Nelson， 1991)13)と

いう考え方を利用することによって，総織を戦

略実行の資源として捉える視角であると言えよ

う。こうした考え方からは，本笠的に経営資源

の開発と駆動が組織構造やルーチンに埋め込ま

れた人間の知識に基づいて行われることが示唆

されるものの， T巴eceらの議論においては，経

営資源の開発と駆動に関わる革新は，常に組織

成員のイニシアティブを離れた外部から与えら

れている。

資源ベース・ビューの諸研究が指摘するよう

に我々の生きる世界には，様々な会業につい

て「電子部品の小型パッケージ技術jであると

か， r界面活性技術J，r光学レンズの微細加工
技術jとかいった，その企業独自の強みが，企

業成員にも，より広く一般的な社会成員にも認

識されている場合がある。しかし，このような

強みと考えられる経営資源がどのような製品市

場での活動に生かされるのかは必ずしも既定の

ものではなく，企業成員は単なる適!志以上の行

13) Nelsonらによれば，綴織においては， r生物学の進
化理論において遺伝子が来たすのと同じ役割jを，ル

ーチンが果たしJ(Nelson & Winter， 1982， p.14)， 
ルーチンが企業の中核能力という考え方を特徴づけ

るのである (Nelson，1991)。

動として保有資源の新たな製品市場への活用を

考えるように恩われる。石鹸を化学的に生産す

るための界面活性技術は，情報記憶媒体である

フロッピー・ディスクの生産にも利用される。

玩呉をつくるノウハウは，半導体を中心とする

電子部品における技術革新と組合わされること

によって，コンビュータ・ゲ、ームのソフトウェ

アをつくるノウハウにもなる。企業が存続して

いく上で動的な環境一資源適合の達成を通じた

環境変化への適応は，考躍すべき重要な戦略的

側面ではあるけれども1ぺ新しい環境一資源適

合の創造，すなわち革新もまた，企業成長過程

の重要な側蔚である。新たな環境一資糠適合の

創造を可能とするのは， Teeceらの議論にも暗

示されていたように，人々の信念や知識による

資源の開発と駆動であると考えられる。

このような考え方は，実は資源ベース・ビュ

ーの鳴矢として位置づけられている Penrose

(1959)の議論にその萌芽をみることができ

るヘ Penroseは，企業の f成長を律する原則

が何であり，どのぐらいの速さでどれだけの長

期にわたって成長できるのか」という問題につ

いて，経済学のオーソドキシーが企業に外的な

誘闘にしか注目してこなかったことを批判しな

がら，企業に内的な誘閣に注目した解答を試み

ている。 Penroseによれば，企業成長の内的な

誘因となるのは，事業活動の結果として生み出

される未利用の資源用役(service)である。資源

14)実際には， Teeceら自身が企業の経路依存伎として
議論しているように，資源蓄積はゆっくりとしか行
われないので，環境変化の激しい製品市場において

次々と婆求される資源を獲得していく能力を企業が
保有するという議論には無理がある，という批判も

可能であるかもしれない(Williamson，1999) 0 Teece 
らとは逆に，企業はむしろ変わらないことによって
社会から正当性を付与され，存続するという椀点

が，綴織のイ間体群生態学理論によって提起されてい
る(Hannan& Freeman， 1989)。
15)本論文で検討したWemerfelt(1984)， Teece et al. 
(1997)を始めとして，資源ベース・ピューに廃する
数多くの諸研究が， Pe町ose(1959)を彼らの視角の
橋矢として位置づけている(Mahoney& Pandian， 

1992)。
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は本来，複数の潜夜的用途を持つものであり，

企業家の知識によって方向づけられることによ

ってはじめて，特定の機能を果たす資糠用役に

なるのだと考えられている。彼女は，未利用の

資源用役が企業内部に生じることで企業成長が

駆動される 3つのメカニズムを明らかにして

いる。

第 1のメカニズムは，資源の不可分性に注

目したものである。企業が利用する様々な資源

は，それぞれ一定の単位でしか入手できず，不

可分である問。しかも，これら資源の偲々の単

位が提供する用役は，それぞれ量についても種

類についても異なったものである O したがっ

て，ある時点でのある製品の生産は，様々な資

源用役を部分的に利用しているに過ぎず，残り

は未利用のままである。企業は(生産を)拡張

することによってこの資源利用の不均衡を解消

へと向かわせるものの，その拡張の過程で，や

はり量と麓類の点で各々異なる用役を果たす資

源が獲得されるので，資j車用役の利用の不均衡

は解消されず企業成長は駆動され続けることに

なる1九さらに，この不均衡は，資源を従来と

は異なった用役に利用することによっても解消

されるので，既存資源を新たな製品市場での活

動に利用する企業活動の多角化が導かれるので

ある。

第 2のメカニズムは，資源の専門化の利益

が企業の生産量によって制約されていることに

注自している。企業の生産最は，資源用役に対

する「需要Jになっている。経済全体において
分業の利益が財の需要によって制約されるのと

16)きわめて単純な例として，人間(人的資源)を考え

るとこの点はわかりやすい。入閣を 0.5人雇用する

ことはできないであろう。

17)このように均衡へと向かう諸カが目標債を over-

shootingすることによって不均衡状態を生み出し，

システムの発展を駆動していく誘因メカニズムは，

Hirschman (1958)をはじめとして様々な領域にみ

ることカぎできる。{列え i;f，Rosenberg(1969)や

Hughes(1983)は同様の誘凶メカニズムによって技

術発展の過程を説明している。

同様に，資源のある用役への専門化の利益はそ

の用役に対する「需要J，すなわち企業の生産
量に制約される O逆に，企業の生産量の増加(企

業成長)が有効に行われるためには，その生産

に見合った資源の専門化が必要になる。専門

化が利益につながるのだとすると，企業は生産

量の増加とともに，一層の導門化をするべく資

源の再編成を行う。資j原の専門化の利益を十分

に享受するためには，より大きな生産量が必要

とされ，これが資掠の更なる専門化を導く O こ

のように，少なくともある時点までは，企業成

長(生産量の増加)が専門化を導き，専門化が

企業成長をもたらす「好循環J(virtuous circle) 
が存在するのである則。これら 2つのメカニ

ズムは，主として個々の資源の特定用役に対す

る未利用牲を問題にしている O

Penroseが考える第 3のメカニズムは，組

織成員の知識の変化によって同じ資源が異なっ

た用役に利用されるようになる，という経路で

ある。彼女は，企業家(entrepreneur)と経営者

(manager) ，企業家用益(entr，巴preneurialserv-

18) Penrose は，企業成長が促進されるメカニズムばか

りでなく，企業成長を制約するメカニズムについて

も論じている。彼女によれば，企業成長を制約する

のは，企業の経営者用主主である。ある時点で企業が

必要とする経営者用授は，現疫の規模で企業を運営

するのに必要な分と新たに拡大するのに必婆な分を

賄わなければならない。第 lに食業成長に{半う新

たな成長の雇用は，企業の潜在的な成長可能性を高

めるものの，彼らを訓練し，言語や企業特殊約な知

識を共有するのには，相応の経営者用主主が必要であ

る。第 2に，成長によって企業規模が拡大してく

ると，管王車業務が増加し，経営者用主主の消費量も増

えることになる。経営者用授は，本文中に述べたよ

うなメカニズムを通じて，企業成長を加速させると

問時に，企業成長を税約するとも考えられているの

-eある。
2つ自のメカニズムは，組織理論において「官

僚制の逆機能」として指議されてきた考え方の

部と向裂の議論である (M出 on，1957; Se!znick， 

1949; Gou!出er，1954; B!au， 1963; Crozier， 
1964)。このような管現業務の増大と複雑化を綴織

イとのコストとして捉えなおし，主E織化の範留を決め
るものとして取り扱う議論も展開されている(Wi!-

!iamson， 1985)。
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ices)と経営者用益(managerialservic回)を区別

している則。経営者が，企業家の構想、・提案を

遂行し，日常的な業務運営を監督する用益を果

たすのに対して，企業家は本質的に事業機会を

解釈，構想し，既存資掠の新結合(newcombi-

nation)を行うことによって，これら資源の新

しい用益をつくりだす用益を来たす存在であ

る。企業家は，その職位・職務内容に関わらず

企業家用益を果たす綴織成員であると考えられ

ている O このような金業家用益を果たす組織成

員の知識の変化は，資源利用の習熟と他社や消

費者の動向に関して彼らが持つ信念の変化によ

ってもたらされる or他の会社が開発しつつあ
る技術に関する知識や消費者の稽好と態度に関

する知識J(p.79)など社会における他の行為者
の行為に関する人々の知識あるいは信念によっ

て，経営資源の利用と開発が駆動されるのであ

る則。この点について Penroseは，次のように

述べている or用役利用の可能性は知識の変化
とともに変わってくる。資源の物的特性，その

利用方法，あるいは資源を有利に利用できる製

19) Penroseは， Schumpeter(1926)が言う「企業家J(Un-
temehmer)， r新結合J(neue Kombination)の考え
方を継承していることを認めつつも， Schumpeter 

よりも線定された意味で企業家という用語を用いて

いると述べているor Schumpeterのいう『企業家j
はより華やかでg立つ存在ではあるけれども，設々

のB的のためには駁的な人物でありすぎる。Schum-

peter t土絞済発展に関心を持っていたのであって，

彼のいう企業家とは経済全体という綴点からみた革

新者であった。我々は企業の成長に隠心を持ってい

るのであって，ここでいう企業家は企業の差是点から

みた革新者であり，必ずしも綬済全体の綴点からの

ものではないのであるJ(p.36，脚I主)。本論文でい
う企業家，革新者は， Penroseがいうのと陀様の意

味で使われていると考えていただきたい。

20) Penroseは，組織成長の知識変化をもたらす要悶の

内，過去の事業活動における資源利用の習熟を重視

している。その理街は，どのような資源を保有して

いるかによって主観的にとらえられる市場機会(環

境)が異なってくる，という経営資源の「視点」と

しての性質を強調することで，未利用資源が企業成

援を駆動するという主張を拐事室イとすることに彼女の

関心があったことに帰せられるように思われる。

品についての知識が進歩するにしたがって，よ

り多くの用役が利用できるようになったり，以

前は利用されなかった用役が利用できるように

なったり，さらに利用されていた用役が利用さ

れなくなったりする。したがって，従業員の知

識の型と物的資源から得られる用役との簡には

密接な関係があるJ(p.76)o Penroseの議論に
おいて，経営資源は，人的資源，物的資源とし

て確屈として存在するものではあるけれども，

それがどのような用役に使われるかという資源

の使い方には人々の知識や信念に基づく柔軟性

があると考えられているのである。

資源、ベ…ス・ビューに属する諸研究は，以上

のような議論を展開した Penrose(1959 )をその

穏矢として菰いながらも，本質的に重要な 2

つの点でその考え方を継承してこなかったと考

えられる。第 1は， Penroseが明らかにした

ような，企業成長を導き，時にはそれを律する

経営資漉の開発・駆動メカニズムについて十分

な議論が行われていないことである。資源ベー

ス・どューにおいては，複数市場への多角化が

企業特殊的な経営資源を農かにすることが述べ

られていたり，企業の事業活動の墜史(経路依

存性)や市場の競争圧力，外在する技術環境，

組織的ルーチンによって企業特殊的な経営資源

が影響を受けることが述べられていたりするけ

れども，具体的なメカニズムが十分に議論され

ているとは苦い難い。このようなメカニズム解

明努力の不足が，様々な論者からトートロジカ

ルな論理展開をしていると批判を受け，理論的

視角としての操作牲に疑念を呈される理由の

1つであるように思われる。

第 2は，企業家不在の環境適正、を強調した

食業理論となっていることである。 Penroseが

事業機会を構想、し，既存資源の新たな用益をつ

くりだす企業家の役割を重視したのに対して，

彼女以降の資源ベース・ビューにおいて，企業

は環境に適正、し，環境変化に対応するために，

資源の開発を行うことが強調されていた。資源

を用役へと変換する資源の使い方についての人



104(104) 経済学研究 51-1 

間，あるいは級織の能力は，資掠ベ…ス・ピュー

では，主として食業の経路依存性や，企業の

jレーチンに還元されている。このために，資源

ベース・ビューでは， Penroseが主張したよう

な綬営資源の潜在的用役の多様性とそれが人濁

の知識・信念によって生成されるという企業家

的側面，革新の側面は捨象されてきたのではな

いだろうか。資源ベース・ピュ…に属する多く

の議論が，一方で企業特殊的な経営資源の存在

を指摘することで企業の異質性を認めながら，

他方で自社が保有する経営資源がどのような新

しい用益を生み出すのか，どのように用益の開

発と利用を駆動していくのか，を構想する筈の

主体については同質牲を仮定してきたように恩

われるのである。経営資源を重視しているはず

の議論において，この資源の位置づけと構成・

開発・利用に関わる企業家についてほとんど論

じられていない。「他者によって生成されたj

市場環境，技術環境にいかに適応していくか

が，議論の焦点となっていると考えられる。結

果，批判してきたはずのポジショニング・ビュー

と実擦には構造的に向型な適応、の議論をする

ことになり，理論的視角として独自性を主張す

ることが難しくなる。この点が，ポジショニン

グ・ビ、ユーについて理論的視角としての実体が

不明瞭であるとの批判を受ける理街の Iつと

なっているように思われる。

4.おわりに:企業成長の理論と資源ベース・

ピ、ユーの展開可能性

これまで述べてきた資源ベース・ピューの問

題点は，裏返せば，この視角に基づいた研究の

将来的な可能性を示唆するものである。第 1

に，従来の議論が排他的な資源をもつことの重

要性を強調しながら，企業成長の過程でこの重

要な経営資源がどのように蓄積され，変革さ

れ，拡張されるのか，というメカニズムについ

て十分な議論をしてこなかったのだとすれば，

このメカニズムを明らかにすることは大きな理

論的貢献になりうるであろう。企業特殊的な経

営資源が，企業の歴史とともに経路依存的に形

成されてくるのだとして，それがどのような過

桂であるのかについて，独自の視点に基づくメ

カニズムの解明が待ち望まれる oPenroseが明

らかにしたような企業成長メカニズムの解明

は， Williamsonら様々な論者が投げかける疑念

を払拭し，資源ベース・ビューが意味のある理

論的視角となるための重要な契機になりうると

考えられる。

第 2に，資源ベース・ビューが独自の視角

足り得るために，企業成長の革新に関わる側面

に注目するという方向性があり得るであろう。

資源ベース・ビューが企業成長過程における革

新的活動よりは，適時的活動に注目してきた根

本的な理由は，この撹角に属する多くの研究者

が培黙的に持っている技術観，市場観，人間観

に由来するように患われる。食業の適応、的活動

を強認する立場からすれば，新奇な技術は個別

企業にとって外生的である。市場もまた個別会

にとって外在的であり，消費者と企業の製品

・サービスを通じた相互作用の結果，消費者の

稽好・選好が変化する可能性はほとんど考麗さ

れない。市場は，れまじめから答えを知ってい

る」のである。このように企業家というよりも，

他者依存性の強い人間モデルを仮定しているた

めに，組織成員は窃社の保有資源に見合った市

場セグメントを選択し，他社がもたらす技術革

新によってこの資源一市場適合が崩れた場合

に，自投資源の変革を迫られるのである。

このような視角は，自ら革新を起こし，企業

成長を導いていく企業家的活動を捉えるもので

はない。これに対して，企業家による事業機会

の認知と資源用益の開発・駆動を強調する

おnroseは異なった人間観，技術観，市場観を

持っていたと考えられる。ところが，資源ベー

ス・ピュ…に属する諸研究は， Penrose(l959) 

のみならず，企業家達による競争が経済のダイ

ナミズムを生み出すことを強識した Schum-

peter(1926)をも彼らの視角のルーツとして挙
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げるにも拘わらず(Teeceet al.， 1997; Eisen-

hardt & Martin， 2000)，これら諸研究はどち

らかと言えば，企業家的組織による革新の導入

と競争過程というよりも他者依存的な人隠組織

による適応の過程を強調してきたように見える

のである。

したがって，資源ベース・ビューが視角とし

ての独自性を確立し， Schumpeterや Penrose

がもたらした知見を本来の意味で活用するため

には，根本的な世界観の転換が必要であると考

えられる。他者依存的な人間を仮定する世界観

において，環境(市場・技術)は人間(綴織)

に一方的な制約を諜し，人間はその制約の範圏

でのみ行為できる O これに対して，企業家を仮

定する世界観において，環境は人間に制約を課

すけれども，人間には制約されたが故に可能と

なることがあり 2ヘ人間行為の集積が次期の環

境を形づくることになる。言ってみれば，社会

的事実(faitsocial)が行為者達の信念と相互行

為によって構築され，今度はこの社会的事実が

行為者逮の行為を制約するという自己言及(self

-reference)の過程が生起する場所として世界を

捉えるのである刻。

こうした世界観は，より具体的には次のよう

な考え方に反映されるであろう。同じ技術的資

源にも潜在的に複数の異なる用益があり，人間

は他者と一様に閉じでなく様々にそれを構想す

ることができる。市場需要は埋もれていたもの

が発見されるというよりも，人々の信念および

21)たとえば一定の文法があるから，我々は言語を共有

し，コミュニケーションをとることが可能になる

(Giddens， 1985)。本論文の文脈により近い例で言

えば，環境からの制約が新たな技術，新たな戦略を

構想する際の視点を与える，ということになろう。

人は持として「何をやってもよいj状況下では「何

をしてよいかわからないj場合があるといえるかも

しれない。

22)このような考え方は，社会科学の存在論，認識論，

方法論に隠する以下のような諸研究の議論を反映し

ている。 Berger& Luckman， 1966; W臼ck，1969; 
Luhm四九 1984;Giddens， 1985. 

その下での相互行為によって累積的につくられ

る。このような考え方に従えば，いったん需要

がないと患われた商品であっても，別の商品の

消費を通じて消費者の晴好が変化し，需要が生

じるという経路を想定することができ紛，この

経路が生起する可能性を考慮に入れた，企業成

長の戦略理論が構築可能になるかもしれない。

資源ベース・ピューにおいて会業特殊的な経

営資源は，時として戦略遂行においてネガティ

ブな効果を持つことが指摘されていた制。しか

し，そうであるからこそ，中小規模企業，特に

fベンチャー企業jと呼ばれる燈史の浅い食業

において，既存の大規模企業がもっている業界

の過去の「常識jにとらわれない資源の活用と

戦絡の構想、力が重視されるのである。こうした

企業をみる視角は，単なる適応、の視角足り得な

いのではないだろうか。

本論文の冒頭で述べたように，近年，中小規

模企業は新たな産業をもたらす革新者となるこ

とが期待されているように患われる25)。新しい

企業成長の理論構築は，我々研究者の世界にお

23)日本における電子的撮像技術の発展過渡において

lま，実際にこのような経路が生起したと考えられる

(福島， 2000)。

24)企業の技術開発に関わる議論においても，同様の指

摘がなされている (Henderson& Clark， 1990; 
Christensen， 1997; Leonard-Barton， 1992; Aber“ 

na出yet al.， 1983; Abernathy & Clark， 1985; 
Lieberman & Montgomery， 1988; Tus泊nan & 

Anderson， 1986; Iansiti & Khanna， 1993)。
25)産業を生起させるような新技術はたいていベンチャ

一企業によってもたらされる，というこのような一

般的信念が，実はこれまでの資源ベース・ビューを

適応の視角へと方向付けていた可能性があるといえ

るかもしれない。このような仮説的信念が本当に成

立しているのであれば，既存の大規模企業は，外的

に生起する技術革新に対応するために資源の再編成

を迫られるからである。この場合，資源ベース・ビ

ューは， PenroseやSchumpeterに基づいていると

主張しながらも，大規模企業の環境適応を対象とし

た被角である，ということになる。このような見解

は，r経営戦略論Jと「中小企業論J，rベンチャー企業
論」の跨には溝があり，対話がなされていない，とい

う夜感的理解には符合する。ただし，革新はベンチ



106 (106) 経済学研究 51-1 

ける知見の集積という観点からのみならず¥社

会的な観点からも意義深いものとなろう。

*本論文は，福烏(1998)第 4・5節をベースとして

福島 (2∞0)第 7主主 2節 2項に大潟な加筆-修正
を加えたものである。
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